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１ 制度創設の背景・概要 

総合設計制度は、１９７０年（昭和４５年）の法改正により創設された制度です。当初は、容積率制限、絶対

高さ制限、斜線制限それぞれの特例規定でしたが、１９７６年（昭和５１年）の法改正により、現行の法第５９条

の２にまとめられました。これは、個別の建築計画について、一定規模以上の敷地を有し、かつ、一定割合以

上の空地（公開空地）を有する場合において、特定行政庁が建築審査会の同意を得て、交通上、安全上、防火

上及び衛生上支障がなく、かつ、建築計画について総合的な配慮がなされていることにより、市街地の環境

の整備改善に資すると認めて許可した場合について、容積率制限等の規定を緩和するものです。 

総合設計制度では、市街地における民間での任意の建築活動について、敷地規模の拡大を促進し、土地の

有効利用を推進することや、その敷地内に日常一般に開放された一定以上の空地を確保し、オープンスペー

スとしての利用を図るなど、一般的な形態規制を受ける場合と比較してより優れた市街地の環境を形成す

るものと考えられる場合に、その建築計画を評価した上で、良好な計画を誘導するために容積率制限等の規

定を緩和するインセンティブを与えるものです。

また、総合設計制度は、社会経済情勢の変化等に応じて、一般型から市街地住宅、再開発方針等適合型、

都心居住型、街区設計型等のようにタイプが多様化するとともに、容積率制限の緩和の条件となる公共貢献

の内容も多様化しています。制度創設当初は、空地の確保を条件として容積率制限の規定の緩和がされて

いましたが、保育所や福祉施設の併設や高度な環境対策、防災施設の併設等を要件に容積率制限の規定を

緩和するなど、社会経済情勢の変化に対応したインセンティブ制度となるよう許可準則等の改正が行われて

きました。さらに、特定行政庁においても、地域における様々な課題に対応するため、歴史的建造物や生物

多様性の保全など独自の基準に基づいた柔軟な運用がなされています。 
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表－総合設計制度の主な変遷 

年代※ 背景 許可準則等の改正経過 

良好な市街地環境の整備に

資する公共貢献の内容 

（公益施設等） 

１９７０年 

（昭和４５年） 
市街地環境の整備改善 

総合設計制度の創設（個別の特

例規定制度） 
－ 

１９７６年 

（昭和５１年） 
－ 

総合設計制度の改正（規定の集

約整備） 
－ 

１９８３年 

（昭和５８年） 

三大都市圏の既成市街地

等における住宅供給促進 
市街地住宅総合設計制度の創設 － 

１９８６年 

（昭和６１年） 

大都市の既成市街地等に

おける土地の適切な高度

利用 

再開発方針等適合型総合設計制

度の創設 
－ 

１９９０年 

（平成２年） 

モータリゼーションの進展

（駐車場不足）への対応 

自動車車庫に関する容積率割増

し 
自動車車庫 

１９９５年 

（平成７年） 
都心居住の推進 都心居住型総合設計制度の創設 － 

１９９７年 

（平成９年） 

低未利用地等の土地の有

効利用、敷地の集約化 
敷地規模に応じた容積率割増し － 

２００１年 

（平成１３年） 

少子高齢社会（待機児童の

増加）への対応 

保育所等の生活支援施設に関す

る容積率割増し 
保育所等の生活支援施設 

２００８年 

（平成２０年） 
環境対策の推進 

環境配慮型建築物の容積率割増

し 

ＣＡＳＢＥＥ等により評価され

た環境対策 

２０１１年 

（平成２３年） 
老朽建築物の建替え促進 街区設計型総合設計制度の創設 － 

２０１４年 

（平成２６年） 

耐震性不足の老朽マンショ

ンの建替え等の促進

マンション建替型総合設計制度の

創設 

防災備蓄倉庫、防災広場、津

波避難ビル、コミュニティ形

成のための集会所等、医療・

福祉施設 等 

２０２０年 

（令和２年） 
水災害リスクの軽減 

防災上の安全性確保に資する施

設に関する容積率割増し 

一時滞留施設等、雨水貯留

施設 等 

２０２１年 

（令和３年） 
長期優良住宅の普及促進 

長期優良住宅型総合設計制度の

創設 
－ 

２０２１年 

（令和３年） 

維持修繕等が困難な老朽

マンションに関する再生等

の推進 

マンション建替型総合設計制度の

対象拡大（外壁等の剥落により危

害が生ずるおそれのあるマンショ

ン、バリアフリー性能が確保され

ていないマンション 等） 

－ 

※法律が公布又は技術的助言が発出された年
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２ 類型とその概要 

総合設計制度は、１９７０年（昭和４５年）の制度創設以降、社会経済情勢の変化等に応じて、類型が追加さ

れてきました。本項では、類型の概要について解説します。 

① 市街地住宅総合設計

・三大都市圏の既成市街地等における人口の減少、職住の遠隔化、敷地の細分化等の問題を背景に、市街

地における環境の整備改善に資する敷地内空地の創出と併せた市街地住宅の供給促進を目的として、１

９８３年(昭和５８年)に「市街地住宅総合設計制度」が創設されました。

② 再開発方針等適合型総合設計

・大都市の既成市街地等において総合設計制度の活用により土地の適切な高度利用及び市街地の環境整

備改善を推進することを目的として、１９８６年(昭和６１年)に「再開発方針等適合型総合設計制度」が新

たに創設されました。

③ 都心居住型総合設計

・大都市地域を中心として職住の遠隔化による通勤時間の長時間化、人口の空洞化による地域のコミュニ

ティの衰退等を背景に、三大都市圏の都心の地域等における住宅供給の促進及び質の高い市街地の形

成を目的として、１９９５年(平成７年)に「都心居住型総合設計制度」が創設されました。 

④ 街区設計型総合設計

・老朽化したオフィス等の建築物の建替え等が進んでいないこと等を背景に、当該建築物等が集中してい

る地区において、合理的な設計を前提に一定の高度利用を可能とするため、２０１１年（平成 23 年）に

「街区設計型総合設計制度」が創設されました。

表－総合設計制度の類型とその概要  ２０２３年３月末時点 

類型の名称 容積率割増しの限度 要件等 許可件数(累計) 

一般型総合設計 
基準容積率の1.5倍か

つ２００％増以内 
－ ２，１４３ 

市街地住宅総合設計 

基準容積率の1.75倍

かつ２３７．５％～３０

０％増以内 

住宅の割合が1/4以上

であること 等 
１，２６８ 

再開発方針等適合型 

総合設計 

基準容積率の1.5倍か

つ２５０％増以内 

再開発方針、地区計画

等に適合すること 等 
３２ 

都心居住型総合設計 
基準容積率の2.0倍か

つ４００％増以内 

住宅の割合が3/4以上

であること 等 
２８７ 

街区設計型総合設計 
概ね基準容積率の 1.5

倍以内 

敷地が少なくとも街区

の一辺全てを占めてい

ること 等 

０ 
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他法令に基づく総合設計制度を活用して容積率特例を適用する場合について、その概要について解説し

ます。 

① マンション建替型総合設計(マンション建替法第１０５条第１項関係)

・耐震性不足の老朽マンションの建替え等を促進するため、「マンションの建替えの円滑化等に関する法律

の一部を改正する法律」（平成２６年法律第８０号）が平成２６年６月２５日に公布され、同年１２月２４日に

施行されました。 マンション建替法第１０２条第１項に基づく認定を受けた要除却認定マンションの除却・

建替えにより新たに建築されるマンションで、一定の敷地面積を有し、市街地の環境の整備改善に資す

るものについて、特定行政庁が建築審査会の同意を得て許可することにより、容積率制限を緩和できる

「マンション建替型総合設計制度」が創設されました。

・また、 老朽化が進み維持修繕等が困難なマンションの再生等を総合的に推進するため、「マンションの管

理の適正化の推進に関する法律及びマンションの建替え等の円滑化に関する法律の一部を改正する法

律」（令和２年法律第６２号）が令和２年６月２４日に公布され、令和４年４月１日（要除却認定マンションの

範囲の拡大については、令和３年１２月２０日に施行）に全面施行されました。改正後のマンション建替法

においては、要除却認定マンションの範囲が拡大し、従前から認定の対象となっていた耐震性不足のマン

ションに加えて、外壁等の剥落により危害が生ずるおそれのあるマンション、バリアフリー性能が確保さ

れていないマンション等も認定の対象となりました。 

② 長期優良住宅型総合設計（長期優良住宅法第１８条関係）

・「住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期優良住宅の普及の促進に関する法律等の一

部を改正する法律」（令和３年法律第４８号）が令和３年５月２８日に公布され、令和４年１０月１日（長期優

良住宅型総合設計については、令和４年２月２０日に施行）に全面施行されました。長期優良住宅法第６

条第１項に基づく認定を受けた認定長期優良住宅については、地域における居住環境の維持及び向上に

対する配慮に加え、災害に対する配慮がなされることになったことを踏まえ、高い公益性を有することか

ら、一定の敷地面積を有し、市街地の環境の整備改善に資するものについて、特定行政庁が建築審査会

の同意を得て許可することにより、容積率制限を緩和できる「長期優良住宅型総合設計制度」が創設さ

れました。
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３ 主な手続きの流れ 

総合設計制度を活用する場合は、通常の確認申請に先立ち、特定行政庁の許可が必要になります。 

図－総合設計制度の主な手続きの流れ 

事業者 特定行政庁 建築主事等 

事前相談※ 

許可申請 許可申請の受付・審査 

建築審査会同意 

許可通知 

着 工 

完了検査等の申請 

公開空地等の検査 完了検査 

検査済証の交付 竣 工 

確認申請 

確認済証の交付 

※特定行政庁によっては、許可申請の前段で、事前相談・協議を位置付けている場合がある。
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